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図 地域福祉の概念の整理（永田祐作成）
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地域福祉（ジェネリックな視点・生活者視点を重視する）
＝事後的社会福祉から予防的社会福祉へ
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理論としての地域福祉

①コミュニティケア（地域ケア： COMMUNITY CAR BY THE COMMUNITY)
②福祉コミュニティづくり（地域福祉組織化活動）
③予防的社会福祉 （1974 岡村重夫）

（地域福祉の目標）
・誰もが ・・・・・共生（ノーマライゼーション、

ソーシャルインクルージョン）
・住み慣れた場で ・・・・・・・生活の継続性
・その⼈らしく ・・・・・・相互役割関係・社会関係
・暮らせる ・・・・・・地域自立生活支援・権利擁護支援
・地域社会と ・・・・・・福祉的な住⺠自治：福祉のまちづくり
・しくみを ・・・・・セーフティネットシステム、地域ケアシステム
・みんなでつくる ・・・・・・・官⺠協働、ネットワーキング、福祉開発／ローカルガバナ

ンス
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当事者主体と社会福祉援助（主体性の福祉理論・岡村理論）
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図：藤井博志作成

社会関係の回復＝
社会福祉援助の固有性
（本人の生活の全体性
から 本人の主体性を
支援する）
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地域ケア（地域生活支援）の要素

１）前提：所得保障、居住保障、外出できる「まち環境」（ユニバーサルデザイン）
２）地域ケア＝地域生活支援（社会関係支援）

①快適な居住の確保＋居場所・憩いの場
②２４時間・３６５日の生活の継続性を支えるケア
③家族、近隣などの住⺠参加や商店や趣味の場などの地域生活資源との結びつき
（孤立しない・役割を生み出す社会関係）―孤立を防ぐ
④福祉、保健、医療、教育、住居、しごと等の各分野の総合的な連携（多機関協
働・多分野連携）

⑤家族全体（世帯）を支えるケア
⑥生活の場での終末ケア
⑦権利擁護・意思決定支援を含む総合相談支援
⑧緊急一時支援
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地域ケア（住⺠と専⾨職の協働）︓要介護3の独居認知症⾼齢者
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独居認知症⾼齢者の⼀週間の⽣活
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福祉コミュニティ（岡村重夫197４）

①一般コミュニティの下位概念としての福祉コミュニティ

②福祉当事者を中核とした共感者及び諸活動・諸施策のつながり

※当事者の主体形成を軸とした総合的な協働関係・支援体制

※助け合いから支援開発、計画づくりまでの福祉機能

例）小地域福祉活動（地区社協等） ／共同作業所めぐる支援体制

※今日での当事者主体、権利擁護体制につながる考え方
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政策としての地域福祉

• 社会福祉法第1条（目的）：2000
この法律は、社会福祉を目的とする事業の全分野における共通

的基本事項を定め、社会福祉を目的とする他の法律と相まつて、
福祉サービスの利用者の利益の保護及び地域における社会福祉
（以下「地域福祉」という。）の推進を図るとともに、社会福祉
事業の公明かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする事業
の健全な発達を図り、もつて社会福祉の増進に資することを目的
とする。
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政策としての地域福祉

１．利用者の利益の保護（社会福祉基礎構造改革による利用契約時代
・⺠営化・多元化時代へ）
成年後見制度、日常生活自立支援事業、サービスの第3者評価等へ

２．地域における社会福祉（地域福祉≒自治体における地域づくり
と横ぐし福祉へ）
・社会福祉法第4条に「地域福祉の推進を規定」
・地方分権一活法（地方自治の時代）、社会的な援護を要する

⼈々のに対する社会福祉のあり方に関する検討会報告
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「社会的な援護を要する⼈々に対する社会福祉のあり⽅に関する検討会」報告書（厚⽣省 2000）
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現代：包括的な支援体制の背景ー社会・福祉改革の要請
（近年における第3の改革という共通認識づくり）
自治体の努力義務、任意実施→見えない市町村格差の拡⼤←都道府県の役割

①1980年代からの高齢社会・介護問題
→2025年問題から2040年問題に

②バブル経済崩壊後、1990年代後半（氷河期時代）からの貧困拡⼤
→8050問題／女性・子ども・若者層の貧困/貧困壮年層・高齢層の増
加へ

③⼈口減少社会（2008）
→少子高齢化（担い手不足）、家族の縮小化と単身化（ニーズの増大）

・3世代モデルの消滅と地域の希薄化、社会的排除と社会的孤立
→単身化社会＋過疎化時代の地域づくり

・「担い手不足」⇔「ニーズの増大・多様化」と「総合的対応の必要」
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「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」（「新たな福祉サービスのシステム等のあり方検討PT」報告）平成27年９月

多機関の協働による包括的支援体制構築事業（平成２８年度予算）

「ニッポン一億総活躍プラン」（閣議決定）に地域共生社会の実現が盛り込まれる平成28年６月

「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の設置７月

地域力強化検討会（地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会）の設置10月

地域力強化検討会 中間とりまとめ12月

「我が事・丸ごと」の地域づくりの強化に向けたモデル事業（平成29年度予算）

社会福祉法改正案（地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案）を提出平成29年２月

「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」を「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部で決定

社会福祉法改正案の可決・成立 → ６月 改正社会福祉法の公布
※ 改正法の附則において、「公布後３年を目処として、市町村における包括的な支援体制を全国的に整備するための方策について検討を加え、
必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。」と規定。

５月

地域力強化検討会 最終とりまとめ

「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針」の策定・公表及び関連通知の発出

９月

12月

改正社会福祉法の施行平成30年４月

地域共生社会推進検討会（地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会）設置令和 元 年５月

地域共生社会推進検討会 中間とりまとめ７月

地域共生社会推進検討会 最終とりまとめ12月

社会福祉法等改正法案（地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律案）を提出令和 ２年３月

社会福祉法等改正法の可決・成立、公布

※市町村における包括的な支援体制の構築に関する改正規定は令和３年４月施行予定

６月

「地域共生社会」の実現に向けた地域づくりに関するこれまでの経緯
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すべての人の生活の基盤としての地域

すべての社会・経済活動の基盤としての地域

交通産業農林 環境

支え・支えられる関係の循環
～誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成～

◇社会経済の担い手輩出
◇地域資源の有効活用、

雇用創出等による経済
価値の創出

地域における人と資源の循環
～地域社会の持続的発展の実現～

◆ 制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の
多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』
つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

◇居場所づくり
◇社会とのつながり
◇多様性を尊重し包摂

する地域文化

◇生きがいづくり
◇安心感ある暮らし
◇健康づくり、介護予防
◇ワークライフバランス

◇就労や社会参加の場や
機会の提供

◇多様な主体による、暮ら
しへの支援への参画

国が説明する地域共生社会
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地域福祉の推進主体（第４条第２項）

地域共生社会の実現（第４条第１項）

移行準備事業

重層的支援体制整備事業
（第１０６条の４）

包括的な支援体制の整備（第１０６条の３）

地域生活課題の解決（第４条第３項）

地域共生社会の実現に向けた改正社会福祉法各条文の関係

目指すべ
き地域社
会の姿

１０６条の３の手段のひとつ（任意
事業）

地域福祉推進の理念を実現するための連携と、
地域生活課題を解決する支援を包括的に提供
する体制を住民参加・官民協働で進める（努
力義務）

• 地域住民等は、地域福祉の推進に当た
つては、福祉サービスを必要とする地
域住民及びその世帯が抱える福祉、介
護、介護予防、保健医療、住まい、就労
及び教育に関する課題、福祉サービス
を必要とする地域住民の地域社会から
の孤立その他の福祉サービスを必要と
する地域住民が日常生活を営み、あら
ゆる分野の活動に参加する機会が確保
される上での各般の課題を把握し、地
域生活課題の解決に資する支援を行う
関係機関との連携等によりその解決を
図るよう特に留意するものとする。

1号：地域住民の地域福祉活動への参加

を促す者の支援，住民が交流する拠点
整備や学習機会，地域住民等が地域福
祉を推進するための環境整備
2号：住民等が主体的に地域課題を把握

し，関係機関と協働して解決を試みる
体制をつくる
3号：分野を横断した多機関連携

包括的相談支援，参加支
援，地域づくり支援，ア
ウトリーチ，多機関協
働：5事業の一体的実施

国，地方自治体
の責務（第６条）
地域福祉の推進のための
包括的な支援体制の整備

孤立からの包
摂・社会参加

住民等による地
域づくりと協働

４者協同
ガバナンス

目
的

主
体

取
組

• 地域住民、社会福祉を目的
とする事業を経営する者及
び社会福祉に関する活動を
行う者は相互に協力し、福
祉サービスを必要とする地
域住民が地域社会を構成す
る一員として日常生活を営
み、社会、経済、文化その
他あらゆる分野の活動に参
加する機会が確保されるよ
うに、地域福祉の推進に努
めなければならない。

• 地域福祉の推
進は、地域住
民が相互に人
格と個性を尊
重し合いなが
ら、参加し、
共生する地域
社会の実現を
目指して行わ
れなければな
らない。

地域福祉計画
（第１０７条）

分野別計画の上
位計画（努力義務）

包括的な支援体
制に関する事項
を記載

民間の側から提
起し，実体化す
る地域福祉活動
計画（社協） 16

+

図：井岡作成

住民参加

市町村社会
福祉協議会
（第109条）
都道府県社
会福祉協議
会（第110条）

地域福祉の
推進を図る
ことを⽬的
とする団体
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地域における住民主体の課題解決力強化・包括的な相談支援体制のイメージ

様々な課題を
抱える住民

高齢関係 障害関係

自立相談
支援機関

児相

児童関係

病院

医療関係

教育関係

保健関係

家計支援関係

がん･難病関係

発達障害関係

自治体によっては
一体的

ご近所 民生委員・
児童委員

PTA

子ども会

住
民
に
身
近
な
圏
域

市
町
村
域
等

自治会

NPO

住民が主体的に地域課題を把握して
解決を試みる体制づくり

環境産業

地区社協

司法関係

住まい関係

市町村

市町村における
総合的な

相談支援体制作り

明らかになったニーズに、
寄り添いつつ、つなぐ バックアップ

交通

土木

老人ｸﾗﾌﾞ

医療的ケアを要する
子どもやDV、刑務
所出所者、犯罪被害
者など、身近な圏域
で対応しがたい、も
しくは本人が望まな
い課題にも留意。

農林水産

都市計画

まちおこし

住民が主体的に地域課題を把握して解決
を試みる体制づくりを支援する

複合課
題の丸
ごと

世帯の
丸ごと

とりあ
えずの
丸ごと

解決
課題把握
受け止め 地域の基盤づくり

雇用･就労関係

「丸ごと」受け止める場
（地域住民ボランティア、地区社協、市区町村社協の地区担当、
地域包括支援センター、相談支援事業所、地域子育て支援拠点、

利用者支援事業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等）

協働の中核を担う機能

他人事を「我が事」に変えて
いくような働きかけをする機能

防犯・防災

社会教育

ボランティア

企業・商店
受け手 支え手

社会福祉法人

【１】
【２】

【３】

学校

権利擁護関係

多文化共生関係

ニッポン一億総活躍プラン

（H28.6.2閣議決定）

世帯全体の複合化・
複雑化した課題を受け

止める、市町村におけ

る総合的な相談支援体

制作りの推進。

小中学校区等の住民
に身近な圏域で、住民
が主体的に地域課題を
把握して解決を試みる
体制づくりの支援。

自殺対策関係

消費生活協同組合

7
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重層的支援体制整備事業の3つの重層化
○新たな事業を行う市町村は、地域住民や関係機関等と議論しながら、管轄域内全体で断らない包括的な支援体制を整備する方策を検討する。
○市町村による相談支援の機能に繋がった本人・世帯について、複雑・複合的な課題が存在している場合には、新たに整備する多機関協働の中核の機

能が複数支援者間を調整するとともに、地域とのつながりを構築する参加支援へのつなぎを行う。
○また、支援ニーズが明らかでない本人・世帯については、相談支援の機能に位置づけるアウトリーチによる支援など継続的につながり続ける伴走の機

能により、関係性を保つ。
○これらの機能を地域の実情に応じて整備しつつ、市町村全体でチームによる支援を進め、断らない相談支援体制を構築していく。
○また、地域づくりに向けた支援を行うことにより、地域において、誰もが多様な経路でつながり、参加することのできる環境を広げる。

じえん
多機関協働の中核の機能

若年者
⽀援

教育

保健・医療

就労⽀援

狭間のニーズにも対応する参加支援を強化

相談支援関係者へ
連携・つなぎ

②参加⽀援（つながりや参加の⽀援）

消費者相談

③地域づくりに向けた⽀援①相談⽀援（市町村による断らない相談⽀援体制）

地域づくりをコーディ
ネートする機能

場や居場所の機能

⽇常の暮らしの中での⽀え合い

コミュニティ
（サークル活動等）

居場所をはじめとする多様な
場づくり

多分野協働の
プラットフォーム

農業
観光

まちづくり
環境

居住⽀援

地域住民

アウトリーチによる
支援など継続的な
伴走支援の機能

居場所

地⽅創⽣

新

新

事業全体

調整

調整

新

多⽂化
共⽣

相談⽀援機関B

相談⽀援機関C

相談⽀援機関A
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包括的支援体制の3つのネットワークと重層の3つの支援
の関係を理解する

19

制度福祉 地域福祉
（地域福祉計画）

まちづくり

地域づくり事業包括的相談支援事業 参加支援事業

参
加
支
援

参
加
支
援

※出典：NPO法人全国コミュニティライフサポートセンター，令和３年度社会福祉推進事業「重層的新体制整備事業による体制整備
に向け市町村内の事業実施体制の評価指標の開発に関する調査・研究事業」の図を一部改変し、追記している。

①制度福祉間の協働、②制度福祉と地域福祉との協働、③地域福祉と地域づくりとの協働
行政・専門職間の 住民と行政・専門職間の 住民間のネットワーク
ネットワーク ネットワーク

循環サイクル
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地域共生社会をつくる２つのアプローチ(相談支援・参加支援・地
域づく支援の理解）

20



⾏政・事業者・地域（市⺠）の改革と協働（ネットワーク化）

１．⾏政改革→横断的連携と住⺠と協働できる職員養成と体制づくり
２．（福祉）専門職改革 →横断的連携と住⺠と協働できるワーカー

養成と体制づくり
2つの協働体制づくり・・・庁内連携＋多機関協働（⺠間の役割）
※多機関協働は社会福祉法⼈連絡協議会・NPOとの協働が重要

３．企業改革 →企業市⺠／多様な人が勤められる雇⽤形態の構築
４．地域改革（地域づくり）

→社会的孤立からのつながり直し、多世代共生と多文化共生
→地縁型とテーマ型の連携・融合／地域内経済循環：生活や地域をつ
くる仕事づくり／居場所と拠点／行政、専門職を地域に引き入れる
しくみづくり
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制度の狭間を⽣み出さない総合相談⽀援体制における５つの⽀援︓総合相談の評価視点

④予防的アプローチ
ニーズの早期発⾒・早期対応

③地域住⺠との協働 ②家族⽀援
社会関係づくり⽀援

➀権利擁護⽀援

総合相談⽀援

⑤断らない・受けとめる
しくみ、資源を開発する機能

「制度の狭間のケース」の特徴
① 家族支援をともなう複合多問題ケースとしてキーパーソンが不在であ

ること
② その諸要因によって社会から孤立し潜在化していること
③ それに対応する制度・サービス、支援システムが不備であること
④ それが地域社会の問題として認識されていないこと

（「地域福祉のはじめかた」図１２−１）
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0歳〜 18歳〜 40歳〜 65歳〜

生活困窮

障害福祉

生活保護

児童福祉 ⻘年期 壮年期 高齢者福祉

C
A

B

・ひとり親
・困窮世帯

・親の養育
能力
・児童虐待

・教育と福祉の
連携不備
・不登校/ひき
こもり

・８０５０問題

・高齢者虐待

・家庭内暴力
・触法

各制度の構造を理解する：全世代・全分野型からみた制度の
狭間の問題と点検視点

・障害認定（手
帳）無し ・身寄り無し
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各分野福祉と地域との関係を理解する

１）高齢者福祉→地域は親和的、地域へのアプローチはしやすい
※⺠生委員に任せる地域、一人ぐらし高齢者は⾒守るが要介護状態になったら専門機
関へという地域は福祉性が低い（あっちに行った人という地域認識）

２）児童福祉→地域は親和的だが社会的養護が必要な児童は個⼈
情報の関係で、専門機関も地域との連携が困難

※気になる児童の地域の⾒守りと学校、行政（家児相）が協働できれば一気
に予防的になるが・・・（重層事業がこの扉を開けている）

３）障害児者福祉→地域は差別、偏見の社会の最前線
※親の介護の時は近隣は声をかけてくれたが、発達障害で10年間ひきこ
もりの息子のことは誰も声をかけてくれない（親子共、地域から孤立している）
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【地域共生社会の実現の要点】
① 誰もが参加（役割の持てる）できる地域社会づくり（社会的包摂と社会参加）

② 人権概念の理解ー障害者差別解消法（合理的配慮）

／社会モデル（障害のある人も無い人も）

③多文化共生の地域社会づくりとその過程で起こる差別・偏見・排除によるコンフリ
クトの克服（⼈権教育・社会教育・福祉教育＝市⺠教育と障害福祉への着目）
④ 多様な主体の協議・協働の場の形成（自由な話し合いの場、熟議の場）

⑤ 多様な人が集う居場所と拠点

・居場所＝存在承認と役割創造

・地域福祉拠点＝交流、活動、相談、ケアの多機能・ごちゃまぜ福祉拠点
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地域の福祉力形成―地域の主体性支援
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グループ活動の発展
社会への啓発活動

新たな
ニーズに
取り組む

さらに多くの
メンバーと
活動する

マイノリティの人
が集まり、問題を
共有（ひとりだち・
解き放ち）

課題を抱えて孤
立している人

メンバーシップの維持と強化

安心安全の居場所 （ひとりではありません 分かりあえる仲間がいます）

想いの
分かちあい

具体的で効果的
な解決策

情報

アウトリー
チの必要性

IT技術修得
の必要性

SHGのエンパワメント過程（当事者の主体形成） 出典：中田智恵海

自己変革（相互変革） 社会変革
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私発（自己解放）から社会変革へ（セルフアドボカシとクラスアドボカシ−）

社会的抑圧（無理解，偏見，差別，同調圧力，社会規範：社会的排除と孤立）

社会的孤立の個人への内在化からの解放

生活当事者 援助専門職

抑圧の内在化

本来の願いの潜在
化・あきらめ

抑圧の内在化

本来の願いの潜在
化・あきらめ

分断
対立

連帯
協働

共感
わかちあい
解き放ち

自己覚知
省察

 対話と協働
 相互エンパワメントと相互主体化

抑圧からの解放

私発 私達発 社会変革

多様化と社会化主体形成相互解放自己解放

図：藤井作成
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ご清聴ありがとうございました。

当事者・地域住⺠・専⾨職が⼒を合わせて実現する
「地域⽣活」

＜相互エンパワメント＞

専⾨職

地域住⺠ 当事者
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